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款 09 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 常備消防費 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 消防費 消防費 常備消防費

担当部課 生活安全部　防災課

基本計画 施策番号 防災体制の充実
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －

根拠法令等 常備消防の委託に関する規約

事業目的
（最終的に目指す状態）

八王子市の常備消防の東京都（東京消防庁）への委託

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 3,077 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 1,283 185 352 167 国庫支出金 0

2,251 2,247 △ 4

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 768,560 928,508 941,235 12,727

小計 4,361 2,436 2,599 163 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 670 0 △ 670

その他 0 0 0 0 小計 768,560 929,178 941,235 12,057

小計 0 0 0 0 経常収支差額（Ａ） △ 4,989,896 △ 4,766,945 △ 4,735,907 31,039
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 77 32 0 △ 32 特別費用 0 0 118 118

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

△ 41,593

小計 77 32 0 △ 32 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） △ 4,989,896 △ 4,766,945 △ 4,736,025

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 △ 118 △ 118

30,920

△ 10,673
小計 5,758,456 5,696,123 5,677,142 △ 18,982

小計 4,438 2,468 2,599 130 一般財源充当額（Ｄ） 4,993,548 4,772,450

移転費用 5,754,018 5,693,655 5,674,543 △ 19,112
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 3,653 5,504 △ 5,169

4,730,856

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳
常備消防事務委託負担金【5,674,538千円】
東京都三多摩地区消防運営協議会会費【5千円】

―

一般職員 0.31人 0.31人 0.31人 0.00人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

計 0.31人 0.31人 0.31人 0.00人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ） 対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 0.08% 0.04% 0.05% 0.00%

②

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

30年度目標
・常備消防事務委託負担金支出
・東京都三多摩地区消防運営協議会事務局としての日程
調整、各種会議の準備と開催。

29年度末時点
の課題

　毎年当該年度の委託費の決定が10月下旬にな
るため、補正（増減）の調整期間が短くなる。

目標に対する
事業実績

・常備消防事務委託負担金支出
・東京都三多摩地区消防運営協議会事務局としての日程
調整、各種会議の準備と開催。

課題への対応

 早めに確定額の情報を得るため、東京消防庁担
当所管との情報連絡を取る。また、三消協の事務
局として、関係機関との綿密な調整を図る。

解決

元年度の
取組

・常備消防事務委託負担金支出
・東京都三多摩地区消防運営協議会事務局としての日程
調整、各種会議の準備と開催。

2年度の
計画

　引き続き事業を継続していく。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

・常備消防事務委託負担金支出
・東京都三多摩地区消防運営協議会事務局としての日程
調整、各種会議の準備と開催。

30年度末
時点の課題

　毎年当該年度の委託費の決定が10月下旬にな
るため、補正（増減）の調整期間が短くなる。
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款 09 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 消防団運営 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

担当部課 生活安全部　防災課

基本計画 施策番号 防災体制の充実
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －

根拠法令等 ―

事業目的
（最終的に目指す状態）

消防団活動に必要な経費を計上し、円滑な消防活動の遂行を図る。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 7,766 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 2,288 435 829 394 国庫支出金 0

5,301 5,291 △ 10

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 165,434 165,801 163,800 △ 2,001 都支出金 0 250 31,843 31,593

小計 175,488 171,537 169,920 △ 1,617 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 38,493 76,290 68,070 △ 8,221 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 68 68 68 0 その他 19,005 38,082 21,052 △ 17,030

その他 0 0 0 0 小計 19,005 38,332 52,895 14,563

小計 38,561 76,358 68,138 △ 8,221 経常収支差額（Ａ） △ 195,195 △ 209,722 △ 185,321 24,401
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

△ 27,153

小計 0 0 0 0 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） △ 195,195 △ 209,722 △ 185,321

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 0 0

24,401

△ 2,751
小計 214,200 248,055 238,216 △ 9,838

小計 214,049 247,896 238,058 △ 9,838 一般財源充当額（Ｄ） 194,169 212,600

移転費用 150 159 159 0
再計（Ｃ）＋（Ｄ） △ 1,026 2,877 126

185,447

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳

消防団員退職報償金【19,154千円】
公務災害補償等共済基金掛金【35,570千円】
団員報酬【123,474千円】
被服費【27,090千円】

―

一般職員 0.91人 0.73人 0.73人 0.00人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.80人 0.80人

計 0.91人 0.73人 1.53人 0.80人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ） 対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 81.93% 69.15% 71.33% 2.18%

171,379 △ 3,554
②

活動
指標

消防団員数（年度末） 人 1,439 1,418 1,390 △ 28
―

③

単位当たりコスト 円/人 148,853 174,933

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

30年度目標

・消防団のPR活動強化による団員確保。
・条例定数（1,590人）の90％以上確保を目標とする。
（できれば、若者・市職員の消防団への加入促進）

29年度末時点
の課題

・消防団員の確保については、制度以外にも地域
の理解や協力が不可欠である。
・人数を確保することも重要であるが、生業を持ち
ながらも活動に参加できる団員（質）の確保が課
題である。

目標に対する
事業実績

・従来どおり、地元住民への勧誘を含め、市内の事
業所・大学、市役所内部へのPR活動を行い、消防
団への入団につなげる。
・SNS等で消防団活動について積極的に発信してい
く。

課題への対応

　ＳＮＳの活用やポスターの製作・配布など、周知
活動を行いＰＲ活動を行った。

一部解決

元年度の
取組

　従来どおり、地元住民への勧誘を含め、市内の事業所・
大学、市役所内部へのPR活動を行い、消防団への入団
につなげる。

2年度の
計画

　団員の募集旗や広報活動で消防団をPRし、各
地域の分団に対しても、地域の若者を中心に勧
誘を積極的に進めるようお願いする。

30年度評価 やや不十分 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

・消防団のPR活動強化による団員確保。
条例定数（1,590人）の90％以上確保を目標とする。
（できれば、若者・市職員の消防団への加入促進）
・団員に対しては、年間報酬、退職報償金の適切な支出、
福利厚生の充実を図る。

30年度末
時点の課題

・消防団員の確保については、制度以外にも地域
の理解や協力が不可欠である。
・人数を確保することも重要であるが、生業を持ち
ながらも活動に参加できる団員（質）の確保が課
題である。
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款 09 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 消防団本部及び分団交付金 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

担当部課 生活安全部　防災課

基本計画 施策番号 防災体制の充実
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市消防団本部及び分団交付金交付要領

事業目的
（最終的に目指す状態）

消防団員の技術向上及び連帯意識高揚を図るために必要な運営経費の交付

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 1,172 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 545 24 45 22 国庫支出金 0

290 290 △ 1

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 1,717 314 335 21 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 0 887 0 △ 887

その他 0 0 0 0 小計 0 887 0 △ 887

小計 0 0 0 0 経常収支差額（Ａ） △ 15,094 △ 12,805 △ 13,712 △ 908
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

△ 74

小計 0 0 0 0 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） △ 15,094 △ 12,805 △ 13,712

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 0 0

△ 908

△ 982
小計 15,094 13,691 13,712 21

小計 1,717 314 335 21 一般財源充当額（Ｄ） 14,708 13,797

移転費用 13,377 13,377 13,377 0
再計（Ｃ）＋（Ｄ） △ 386 993 11

13,723

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳
消防団本部及び分団交付金【8,828千円】
消防団本部及び分団交付金【4,549千円】

―

一般職員 0.11人 0.04人 0.04人 0.00人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

計 0.11人 0.04人 0.04人 0.00人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ） 対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 11.38% 2.30% 2.45% 0.15%

②

③

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

30年度目標
　消防団本部及び分団交付金の適正支出と各分団にお
ける内規を尊守した会計処理の確認指導。

29年度末時点
の課題

　分団各部交付金について、提出された関係書
類（出納簿・領収書等）に、一部記載もれや添付
位置に誤りなどが見受けられるため、証拠書類等
についての必要な事項について周知させ統一さ
せる必要がある。

目標に対する
事業実績

・消防団各分団等に年2回（4月・10月）交付金を交付。
・交付金が適正に執行されているか監査を実施。

課題への対応

　消防団の定例会議において、資料配布等を行
い周知を図る。

解決

元年度の
取組

　消防団活動に必要な運営にかかる経費を交付し、消防
団活動の充実、強化、向上を図る。

2年度の
計画

　消防団活動に必要な運営にかかる経費を交付
し、消防団活動の充実、強化、向上を図る。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

　消防団活動に必要な運営にかかる経費を交付し、消防
団活動の充実、強化、向上を図る。

30年度末
時点の課題

　分団各部交付金について、提出された関係書
類（出納簿・領収書等）に、一部記載もれや添付
位置に誤りなどが見受けられるため、証拠書類等
についての必要な事項について周知させ統一さ
せる必要がある。
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款 09 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 出場手当 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

担当部課 生活安全部　防災課

基本計画 施策番号 防災体制の充実
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －

根拠法令等 八王子市消防団員出火出場手当及び特別警戒等出場手当支給規則

事業目的
（最終的に目指す状態）

消火活動に従事した消防団員に対しての費用弁償

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 3,737 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 303 1,092 647 △ 444 国庫支出金 0

4,139 4,131 △ 8

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 4,039 5,231 4,778 △ 452 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 34,985 33,255 33,385 130 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 その他 82 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 82 0 0 0

小計 34,985 33,255 33,385 130 経常収支差額（Ａ） △ 38,942 △ 38,486 △ 38,163 322
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

120

小計 0 0 0 0 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） △ 38,942 △ 38,486 △ 38,163

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 0 0

322

443
小計 39,024 38,486 38,163 △ 322

小計 39,024 38,486 38,163 △ 322 一般財源充当額（Ｄ） 39,546 38,195

移転費用 0 0 0 0
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 604 △ 291 152

38,315

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳
消防団員警戒出場手当【12,958千円】
消防団員出火出場手当【8,265千円】
消防団員訓練出場手当【12,163千円】

―

一般職員 0.51人 0.57人 0.57人 0.00人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

計 0.51人 0.57人 0.57人 0.00人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ） 対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 10.35% 13.59% 12.52% △1.07%

2,858 108
②

活動
指標

出場人員 人 12,315 13,994 13,354 △ 640
―

③

単位当たりコスト 円/人 3,169 2,750

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

30年度目標
　消防団員の活動に対する各種手当を適切かつ迅速に
支出する。

29年度末時点
の課題

　出火、警戒出場については、災害等の発生数
によるため、年度によって大きく増加し、当初の予
算額を越えるケースがあり、その都度予算の確保
が必要になる。

目標に対する
事業実績

　消防団員の出火・訓練・警戒等各種出場について、迅
速かつ適切な支給を行う。

課題への対応

　予算の執行状況を常に把握し、予算に不足が
発生した場合には、速やかに流用等により予算を
確保する。

解決

元年度の
取組

　消防団員の出火・訓練・警戒等各種出場について、迅
速かつ適切な支給を行う。

2年度の
計画

　消防団員の出火・訓練・警戒等各種出場につい
て、迅速かつ適切な支給を行う。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

　消防団員の出火・訓練・警戒等各種出場について、迅
速かつ適切な支給を行う。

30年度末
時点の課題

　出火、警戒出場については、災害等の発生数
によるため、年度によって大きく増加し、当初の予
算額を越えるケースがあり、その都度予算の確保
が必要になる。
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款 09 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/回 352,360 664,420 597,495 △ 66,925
②

活動
指標

研修参加回数 回 5 6 5 △ 1
―

対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 62.94% 81.42% 75.77% △5.66%

計 0.20人 0.27人 0.27人 0.00人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ）

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

一般職員 0.20人 0.27人 0.27人 0.00人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳 消防団幹部災害現場実施研修旅費【724千円】 ―

1,038
小計 1,762 3,987 2,987 △ 999

小計 1,762 3,987 2,987 △ 999 一般財源充当額（Ｄ） 1,968 3,020

移転費用 0 0 0 0
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 529 △ 966 72

3,059

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 0 0

999

39

小計 0 0 0 0 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） △ 1,439 △ 3,987 △ 2,987

999
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

小計 653 741 724 △ 17 経常収支差額（Ａ） △ 1,439 △ 3,987 △ 2,987

0 0 その他 323 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 323 0 0 0

0

物
件
費
等

物件費 653 741 724 △ 17 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 0 0

小計 1,109 3,246 2,263 △ 982 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 1,026 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 83 1,285 307 △ 979 国庫支出金 0

1,961 1,957 △ 4

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

根拠法令等 ―

事業目的
（最終的に目指す状態）

消防関係組織の消防団幹部の研修等により、幹部の資質向上や他市消防団との連携・強調を図る。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 訓練・研修等旅費 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

担当部課 生活安全部　防災課

基本計画 施策番号 防災体制の充実
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －



　引き続き、請求に基づき速やかに支払いを行う。

目標に対する
事業実績

・東京都三多摩消防団連絡協議会主催、団長研修
・南多摩地区消防団連絡会主催、幹部研修
・八王子市消防団主催、幹部研修

課題への対応

　請求に基づき速やかに支払いを行うため、事務
スケジュールの管理を行った。

解決

元年度の
取組

・東京都三多摩消防団連絡協議会主催の研修
・南多摩地区消防団連絡会主催の幹部研修に参加する。
・合わせて八王子市消防団で独自に幹部研修を実施す
る。

2年度の
計画

　幹部団員の改選期となるため、引き続き上部団
体が主催する研修視察に参加し、幹部団員の支
出の向上を図る。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

　東京都三多摩消防団連絡協議会、南多摩地区消防団
連絡会が主催する研修視察に参加、幹部団員の資質向
上を図り消防知識・技術の向上を図る。

30年度末
時点の課題

　引き続き、請求に基づき速やかに支払いを行う。

事業実績

30年度目標

　東京都三多摩消防団連絡協議会、南多摩地区消防団
連絡会が主催する研修視察に参加、幹部団員の資質向
上を図るとともに、本年度は隔年で実施する副分団長以
上の団員を対象とした視察研修を実施し、消防知識・技術
の向上を図る。

29年度末時点
の課題
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款 09 項 01 目 02

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト 円/
②

対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 10.99% 12.18% 13.48% 1.30%

計 0.46人 0.48人 0.47人 △ 0.01人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ）

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

一般職員 0.46人 0.48人 0.47人 △ 0.01人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳
消防資器材消耗品【10,481千円】
車両修繕料【2,450千円】
車両法定検査【4,853千円】

―

△ 5,213
小計 35,867 34,257 28,690 △ 5,567

小計 33,969 32,680 26,494 △ 6,186 一般財源充当額（Ｄ） 52,003 41,088

移転費用 1,898 1,577 2,196 619
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 16,136 8,336 3,123

22,817

1,438 1,592 154 特別収支差額（Ｂ） 0 0 △ 0 △ 0

13,058

△ 18,271

小計 1,685 1,541 1,632 91 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） △ 35,867 △ 32,752 △ 19,694

13,058
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 215 103 40 △ 63 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 △ 0 △ 0

その他 1,469

小計 28,342 26,966 20,994 △ 5,971 経常収支差額（Ａ） △ 35,867 △ 32,752 △ 19,694

0 △ 13,153 その他 0 1,505 0 △ 1,505

その他 0 0 0 0 小計 0 1,505 8,996 7,491

0

物
件
費
等

物件費 5,731 6,245 14,202 7,957 使用料及び手数料 0 0 0

維持補修費 6,827 7,567 6,792 △ 775 繰入金 0 0 0 0

減価償却費 15,784 13,153

小計 3,943 4,174 3,868 △ 306 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 8,996 8,996

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 3,370 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 573 688 462 △ 227 国庫支出金 0

3,486 3,406 △ 79

経
常
収
入

保険料 0

0

0 0

根拠法令等 ―

事業目的
（最終的に目指す状態）

消防自動車の維持管理、消防資機材の装備充実を図る。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 消防車両管理 事業類型 その他

予算科目 会計 一般会計 消防費 消防費 非常備消防費

担当部課 生活安全部　防災課

基本計画 施策番号 防災体制の充実
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －



　消防車の使用年数を伸ばしたため、経年経過に
よる修繕が年々増加が想定されるため、修繕費の
増加が見込まれる。

目標に対する
事業実績

　消防自動車の修理、法定検査、燃料及び消防活動に必
要な消耗資機材を購入配備し、円滑な消防活動が行える
ようにする。

課題への対応

　予算の執行状況を常に把握し、予算に不足が
発生した場合には、速やかに流用等により予算を
確保する。

解決

元年度の
取組

　消防自動車の適正な管理、消防資機材の配布等により
消防団活動の充実を図る。

2年度の
計画

　消防自動車の適正な管理、消防資機材の配布
等により消防団活動の充実を図る。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

　消防自動車の適正な管理、消防資機材の配布等により
消防団活動の充実を図る。

30年度末
時点の課題

　消防車の使用年数を伸ばしたため、経年経過に
よる修繕が年々増加が想定されるため、修繕費の
増加が見込まれる。

事業実績

30年度目標
　消防車両（ポンプ車33台、可搬ポンプ積載車56台）人員
輸送車等、消防車両の適正管理。

29年度末時点
の課題




